
事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

5,961

0.57 0.57

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

21,948 21,913 21,791 24,185 24,420

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

34

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

62 145

18,585 17,864

0 0 0

総合戦略

○消防車両の法定点検及び消防機械器具の整備、維持保全を行う。　○老朽化した消防資機材を計画的に更新整備する。

R5年度実績 R6年度見込

消防車両台数（車検） 30

実績値

100.0

○消防機械器具を適正に維持管理することで、消防活動の円滑な遂行を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防車両及び機械器具等を適切に維持管理することで、市民の安心安全が担保される。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 380 490

4,049 4,107

0 0

0

0

0

0.54

3,363

環

境

変

化

等

「はしご自動車等安全管理基準」が定められ、年次点検等の管理方法が標準化・義務化された。加えて、適切な維持管理を必要とする車両や資機材が増加した。

消防機械器具の維持管理について、「はしご自動車等安全管理基準」などの統一的な基準等は定められていなかった。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

これまで同様に、効率的な車検の受検を計画し、適切な車両管理を実施する。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

消防機械器具を適切に維持管理し、消防活動の円滑な遂行を図り、市民の安心安全を確

保できることから、事業の目的は妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

計画通りに車検を受検することができた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

消防力を維持するために必要な事業である。消防機械器具を適切に維持管理するとともに、職員への適切な機器の取扱いや整備方法の技術指導と交

通事故防止を含めた教育を行うこと。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

18,523

正職員

（人）正職員以外
0.47

1,096 1,116

3,363 4,049 4,107

0 0 0

3,926

0

0

0.00

0.82

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

今後、車両等の安全管理についての制度が緩和されることはなく、資機材についても高性能なものが増加することから、維持管理方法はこれまで以上に高度化すると予想

する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

5,961 3,926

16,61816,208

正職員以外

17,684 18,224 20,494

3,700

38 28目標値 台

基

本

情

報

台 35 29

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

16,79417,719

事務事業名 消防機械器具管理事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 92.1 103.6

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

34 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

3,562

0.40 0.40

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

106,065 58,087 64,780 214,985 176,619

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

2

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

104,348 55,246

0 0 0

該当 総合戦略

○複雑多様化及び大規模化する災害に対応するため、老朽化した消防車両及び消防機械器具等を更新整備することにより、消防力の強化充実を図

る。

R5年度実績 R6年度見込

更新車両数 4

実績値

100.0

○消防車両及び消防機械器具等を更新整備することで、消防力の強化充実を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防車両及び消防機械器具等を更新整備することで、消防力の強化充実を図り、市民の安心安全が確保される。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

157,200

29,030 16,841 18,882 11,300

2,841 2,882

72,300 0

0

0

0

0.37

1,717

環

境

変

化

等

高層建築物の増加や大規模・激甚化する自然災害に対応するため、高性能な機械器具の整備が求められてきた。また、はしご自動車のオーバーホールの義務化など、消

防機器の厳格な管理体制も必要になってきた。

高層建築物における火災や大規模自然災害等の発生状況などを踏まえ、時代に沿った標準的な車両や資機材を整備してきた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

災害形態や消防活動の内容等を網羅し、最新の資機材状況を取り入れるなど、消防車両や

資機材の仕様について常に最適化を図っている。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

老朽化した消防車両等を更新整備し、市民の安心安全のため、消防力を確保することが本事

業の目的であり、妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

屈折はしご自動車等を計画通りに更新配備した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

複雑多様化する災害に適切に対応するため、消防機械器具に関する研究を行い、効率的かつ効果的な機械器具の更新整備を行うこと。また、車両や

機器メーカーの生産体制や適切な納期の確保など、社会情勢を考慮した更新計画を立案すること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

3,018

正職員

（人）正職員以外
0.24

0 0

1,717 2,841 2,882

0 0 0

2,690

0

0

0.00

0.49

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

今後、発生が予測される大規模災害に対応するための備えが求められており、消防車両・資機材の更新による消防機械器具の充実強化は重要となってくる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

3,562 2,690

43,323716

正職員以外

61,898 211,423 173,929

15,600

1 2目標値 台

基

本

情

報

台 1 1

0.00 0.00 0.00

42,300 156,800

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

1,12938,405

事務事業名 消防機械器具強化充実事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 50.0

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

2 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

2,036

0.63 0.40

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

6,447 4,927 3,526 2,376 2,856

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

69

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

437 452

0 0 0

総合戦略

○消防団機庫の維持保全に係る修理等を適切に行う。

R5年度実績 R6年度見込

消防団機庫数 69

実績値

100.0

○消防団機庫を適正に維持管理することで、地域防災体制の充実を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防団機庫の機能維持に必要な事業であり、地域防災力の確保に資することで市民の安心安全が担保される。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

4,475 2,882

0 0

0

0

0

0.34

6,010

環

境

変

化

等

消防団機庫の標準化を図るとともに、老朽化した機庫は改修により機能維持を行っている。また、地域の実情を踏まえ、集約や拠点化による更新整備も行っている。

旧市町毎の実情に応じて、消防団機庫は整備されていた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

今後も、消防団員からの聞取りをはじめ、機関点検などの機会を通じて、機庫の不備箇所を早

期発見し、予防保全も含め対応する。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

老朽化し不具合のある機庫を改修するなど地域防災力の維持向上のための事業であり、妥当

である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

計画的な改修および突発の案件に対しても適切に対応した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

消防団機庫を維持管理するうえで重要な事業である。団員からの聞取りなどにより各分団・支部と協力し、不具合の早期発見と維持管理に努めること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

437

正職員

（人）正職員以外
0.84

0 0

6,010 4,475 2,882

0 0 0

2,472

0

0

0.00

0.28

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

老朽化や修理の状況を踏まえ、時代の変化や消防団を取り巻く環境変化を考慮し、機庫の集約や拠点化等について検討する必要がある。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

2,036 2,472

340644

正職員以外

644 340 384

0

69 69目標値 箇所

基

本

情

報

箇所 69 69

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

384452

事務事業名 消防施設管理事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

69 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

727

0.00 0.00

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

0 0 0 1,713 0

令和６年度

事業期間 令和5年度分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

0 0

0 0 0

総合戦略

被災した水利施設の効用回復を行い、良好な消防基盤を維持する。

R5年度実績 R6年度見込

指標なし

実績値

-

被災した水利施設の効用回復

補助対象とならいない水利施設の災害復旧事業

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

0 0

0 0

0

0

0

0.00

0

環

境

変

化

等

集中豪雨による災害の発生率が高くなっている。

集中豪雨による災害の発生率が高くなっている。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

被災した水利施設を復旧することができた。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

災害発生時には、速やかに災害復旧工事を実施し、施設の効用回復を行うことで、消防力の低下を防ぐ。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

0

正職員

（人）正職員以外
0.00

0 0

0 0 0

0 0 0

0

0

0

0.00

0.10

0.00

事

業

概

要

対　象

〇市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

集中豪雨による災害の発生率が高くなっている。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

727 0

860

正職員以外

0 986 0

0

目標値

基

本

情

報

0.00 0.00 0.00

0 900

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

00

事務事業名 消防施設災害復旧事業費

～ 令和5年度

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - -

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

-



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

2,036

0.00 0.16

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

57,766 0 26,143 10,833 22,242

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

1

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

55,262 0

0 0 0

該当 総合戦略

〇消防団機庫の集約・拠点施設化をはじめとした更新整備や、消防施設の改修を実施することで、消防体制の強化充実を図る。

R5年度実績 R6年度見込

消防施設数（整備実施） 1

実績値

100.0

〇消防団機庫の集約・拠点施設化をはじめとした更新整備や、消防施設の改修を実施することで、消防体制の強化充実を図り市民の安心安全を確保す

る。

〇消防施設の機能強化を推進することにより、市民の安心安全が担保される。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

20,100

0 0 0 0

0 1,153

53,900 0

0

0

0

0.25

2,504

環

境

変

化

等

東消防署、北消防署及び消防本部庁舎は老朽化が進むとともに、車両の大型化や資機材の増加による車庫・収納スペースの狭小化や、女性消防吏員の登用に伴う

専用施設及び訓練施設の整備などが課題となっている。また消防団機庫は地域の実情を踏まえ老朽化した機庫の更新整備や集約化等が必要となってきた。

消防組織法に基づき、消防署所を配置するとともに、消防団機庫については人口分布を背景に、地域の実情により配置していた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

大津島辺地総合整備計画に位置付け、遊休地となった大津島教職員住宅を解体、その跡地

に２つの機庫を集約し馬島機庫を建設しており、効果的な計画を立案した。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

各消防施設の適切な配置や老朽化した施設の改修は計画的に実施する必要があり、事務事

業の目的として妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

大津島の馬島機庫の建設に向けた各種業務を円滑に進めている。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

大津島地区の馬島機庫整備のため、各種業務を円滑に進めている。消防施設の更新整備は継続的に実施する必要があり、今後も「まちづくり総合計

画」や「公共施設再配置計画」を中心に、人口動態や社会情勢を踏まえた効率的な整備を推進すること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

1,362

正職員

（人）正職員以外
0.35

0 0

2,504 0 1,153

0 0 0

1,818

0

0

0.00

0.28

0.00

事

業

概

要

対　象

〇市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

消防庁舎については、老朽化に伴う建替えも含め、機能的な施設が求められている。また消防団機庫については地元消防団との意見交換を踏まえて、機能強化のための

集約化・拠点化が必要となってくる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

2,036 1,818

497690

正職員以外

24,990 8,797 20,424

0

0 1目標値 施設

基

本

情

報

施設 0 1

0.00 0.00 0.00

24,300 8,300

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

3240

事務事業名 消防施設整備事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ - 100.0

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

1 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

3,344

0.51 0.41

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

5,453 7,073 7,828 6,694 8,014

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

13

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 282

1,875 3,450

0 0 0

総合戦略

○県消防学校及び消防大学校等に入校し、各種教育課程を修了する。　○各種資格取得講習を受講し、幅広い技能資格を習得する。

R5年度実績 R6年度見込

消防職員数（教育） 13

実績値

92.3

○消防職員が幅広い知識及び技術を習得することで、消防活動の質の向上を図り市民の安心安全を確保する。

○職員の質の維持向上を図ることにより、多様化する災害に対して適切に応じることができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

3,623 2,954

0 0

0

0

0

0.45

3,578

環

境

変

化

等

大規模自然災害等の頻発や社会構造の変化を背景に、各分野への専門性が求められており、教育・研修による職員の能力向上が重要となってきた。

各所属で教育体制が異なっていたことから、知識・技術について差異が生じていた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

消防学校や消防大学校での教育は、消防行政に関する唯一の教育機関として重要であり、

実施手段の変更は困難である。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

消防職員が幅広い知識と技術を習得することで、活動の質が向上し、市民の安心安全に繋が

る事業であるため、妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

山口県消防学校での教育は、計画通りに受講することができた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

複雑多様化する消防業務に対応するためには、高度な消防知識と技術の習得が不可欠である。計画的に職員を学校教育や各種研修に派遣し、習得

した知識と技術を活用して消防技術の向上に努めること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

1,875

正職員

（人）正職員以外
0.50

282 4

3,578 3,623 2,954

0 0 0

3,272

0

0

0.00

0.46

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

大規模自然災害等の頻発や社会構造の急激な変化など、消防に求められる任務の更なる拡大が予想されることから、今以上に人材育成が重要となってくると考える。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

3,344 3,272

3,3464,592

正職員以外

4,874 3,350 4,742

0

10 14目標値 人

基

本

情

報

人 9 11

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

4,7423,168

事務事業名 消防職員研修養成事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 90.0 78.6

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

12 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

1,236

0.22 0.22

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

1,122 1,596 1,668 1,342 1,261

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

74

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

49 33

0 0 0

総合戦略

○県消防学校等に入校し、各種教育課程を修了する。　○消防本部が実施する新入団員、幹部研修等を受講し、幅広い知識及び技術を習得する。

R5年度実績 R6年度見込

消防団員数（教育） 74

実績値

170.3

○消防団員が、幅広い知識及び技術を習得することで地域防災力の強化充実を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防団員の教育を行うことにより、団員自身の身を守るとともに、市民の要請に適切に応じることができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

1,563 1,585

0 0

0

0

0

0.14

1,073

環

境

変

化

等

“消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律”が施行され、消火活動以外の災害対応についても高度な知識・技術が求められており、更なる教育の機会

が必要となってきた。

消防団員は、主として各地域で発生する火災の消火活動を行ってきた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

外部教育と内部教育の両方で消防団員の教育を継続する。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

消防団員が幅広い知識と技術を習得することで、活動の質が向上し、市民の安心安全に繋が

る事業であるため、妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

教育計画に基づいて消防学校教育と部内研修を実施し、消防団員の教育を推進した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

消防団の充実強化には人材育成が重要であり、教育機会の確保は不可欠である。消防学校の教育や消防協会による外部教育への参加、また「新入

団員教育」や「部長・班長研修」などの内部教育を実施し、消防団員のスキル向上に繋がった。今後も、消防団員教育が効果的・効率的に行えるよう、

工夫して事業を推進すること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

49

正職員

（人）正職員以外
0.15

0 0

1,073 1,563 1,585

0 0 0

1,018

0

0

0.00

0.17

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

大規模自然災害等に対応するため、更なる教育・訓練が求められるようになる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

1,236 1,018

10683

正職員以外

83 106 243

0

74 74目標値 人

基

本

情

報

人 147 150

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

24333

事務事業名 消防団員研修養成事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 198.6 202.7

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

126 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

4,653

0.40 0.40

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

12,205 12,130 11,007 12,493 12,028

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

41

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

8,985 9,289

0 0 0

総合戦略

○消防団車両の法定点検や消防団機械器具の維持管理を行う。　○老朽化した消防団資機材を計画的に更新整備する。

R5年度実績 R6年度見込

消防団車両台数（車検） 36

実績値

95.1

○消防団機械器具を適正に維持管理することで、消防団活動の円滑な遂行を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防団車両及び機械器具等を適切に維持管理することで、市民の安心安全が担保される。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

2,841 2,882

0 0

0

0

0

0.44

3,220

環

境

変

化

等

消防団車両等の仕様を統一するとともに、装備の標準化を行った。また、平成25年に施行された「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」により、消

防団に配備する資機材が増加するとともに高度化してきた。

それぞれの地域で、異なる仕様の消防団車両や資機材を配備していた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

必要な車検・点検を適切に実施し、更新車両の納車時期を調整することで車検台数を削減

するなど効率化を図る。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

消防団機械器具を適正に維持管理することで、消防活動の円滑な遂行を図り市民の安心安

全を確保できることから、事業の目的は妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

車検期限前に車両を更新することで、車検費用を削減につなげることができた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

消防団機械器具の適正な維持管理を行い、車検時期と更新車両の納車を調整することでコスト削減を図っている。また、故障の未然防止と初期段階で

の対応が可能となるように機関点検等を通じて消防団員への適切な指導・助言を行うこと。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

8,985

正職員

（人）正職員以外
0.45

0 0

3,220 2,841 2,882

0 0 0

3,199

0

0

0.00

0.64

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

消防団へ配備する資機材が増加することで、資機材の取扱いや整備方法の指導・教育が重要となる。また、維持管理するためのコスト増加も予想される。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

4,653 3,199

7,8408,125

正職員以外

8,125 7,840 8,829

0

43 35目標値 台

基

本

情

報

台 41 34

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

8,8299,289

事務事業名 消防団機械器具管理事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 95.3 97.1

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

39 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

2,908

0.35 0.29

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

33,710 34,505 38,003 42,731 64,859

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

3

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

31,206 32,019

0 0 0

該当 総合戦略

○老朽化した消防団車両及び消防団機械器具を更新整備する。

R5年度実績 R6年度見込

更新車両数 2

実績値

100.0

○消防団車両や消防団機械器具等を更新整備することで、地域防災体制の強化充実を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防団車両及び機械器具を更新整備することにより、多様化する災害に対して適切に対応することができる。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

32,900

1,400 11,749 5,000 6,579

2,486 2,090

28,600 19,100

0

0

0

0.31

2,504

環

境

変

化

等

大規模自然災害が多発する状況の中、消防団が出動する災害形態も増加し、新たな資機材の配備が求められている。また、車両も消火能力に加え、救助活動や資機

材搬送など、多用途で高性能な車両への更新整備が必要となってきた。

合併直後は、それぞれの地域で異なる仕様の消防団車両や資機材が配備されていたため、周南市消防団の共通仕様を検討し、車両や資機材の規格統一を行った。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

災害形態や社会情勢に適した仕様を検討して車両や資機材を更新する。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

老朽化した消防団車両を更新するなど、適切な消防力を確保することが本事業の目的であ

る。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

消防団車両と消防用ホースを計画通りに更新整備した。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

消防団の機械器具等の更新整備は、地域防災体制の強化充実を図るために必要不可欠な事業である。消防機械器具に関する研究を行い、効率的

かつ効果的な更新整備を図ること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

1,206

正職員

（人）正職員以外
0.35

0 0

2,504 2,486 2,090

0 0 0

2,254

0

0

0.00

0.40

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

今後も多様化する大規模自然災害などへの対応が必要となることから、高性能な車両・資機材の配備による消防団機械器具の充実強化が重要になってくる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

2,908 2,254

944813

正職員以外

35,913 39,823 62,605

28,000

3 3目標値 台

基

本

情

報

台 3 3

0.00 0.00 0.00

30,100 32,300

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

1,7051,170

事務事業名 消防団機械器具強化充実事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

3 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

4,871

0.49 0.49

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

32,653 35,403 39,442 39,184 39,383

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

6

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

1,058 1,078

29,719 31,923

0 0 0

総合戦略

○消防庁舎の維持管理に係る設備保守委託、保全修理及び光熱水費等の適正管理

R5年度実績 R6年度見込

消防庁舎数 6

実績値

100.0

○消防庁舎を適正に管理することで消防力の充実を図り、市民の安心安全を確保する。

○消防庁舎を適正に管理することで、消防力の充実を図るとともに即応性を維持し、市民の要請に迅速・的確に対応できる。

人

員

コ

ス

ト

33

特

定

財

源

0

0 0 0 0

3,480 3,531

0 0

0

940

0

0.49

2,934

環

境

変

化

等

昭和50年代に整備された消防庁舎及びその付帯設備は、老朽化に加え、消防車両の大型化や資機材の増加に対応できていない。また、これらの庁舎は、女性消防吏

員が勤務できる施設の整備も必要となっている。加えて、環境負荷の少ない機器やソーラーパネルの設置など、省エネとクリーンエネルギーへの移行が求められてきた。

各消防庁舎は、整備されたそれぞれの時代に必要とされた消防力をはじめ、当時の社会情勢や都市機能などを考慮して整備されていた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

社会情勢に併せて、その都度最適化を図っている。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

本事業は、各消防庁舎を適切に維持管理するための事務事業であり妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

全ての消防庁舎が機能的に維持されており、計画通りに実施された。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

消防庁舎を維持管理するために必要不可欠な事業であり、予算状況を踏まえ、職員の節約意識と予防保全の醸成を図るとともに、環境負荷の低減とク

リーンエネルギーへの移行を進め、ＬＥＤ照明の導入などによる経費の節減を推進すること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

28,639

正職員

（人）正職員以外
0.41

39 927

2,934 3,480 3,531

1,051 783 825

3,562

22

0

0.00

0.67

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

今後も、消防活動の多様化による資機材の増加や、各種災害に応じた訓練施設の整備を考慮するとともに、省エネやクリーンエネルギーを取りいれた環境にやさしい庁舎

が求められる。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

4,871 3,562

32,60334,821

正職員以外

35,911 34,313 35,821

0

6 6目標値 施設

基

本

情

報

施設 6 6

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

34,05630,812

事務事業名 消防庁舎管理事業費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

6 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

11,705

1.59 1.59

0 0 0

Ａ

Ａ

Ａ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

24,468 23,636 25,110 26,608 26,333

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

207

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

0 0

13,735 12,342

0 0 0

総合戦略

○消防職員の健康管理及び安全衛生の向上を図るため産業医を選任し、定期健康診断、特定業務（深夜業務）従事者健康診断及び各種予防接

種を実施する。　○全国消防長会、山口県消防長会に参画し事業の研究及び検討を行う。　○消防職員採用試験を実施し、優れた人材を確保する。

○消防業務（一般事務）に必要な物品の調達を予算の範囲内で適正に行う。

R5年度実績 R6年度見込

職員数（貸与品） 205

実績値

100.0

○消防本部の運営に係る一般事務を適正に執行することで、消防業務の円滑な遂行を図り市民の安心安全を確保する。

○消防職員の確保及び健康管理等を適切に実施するとともに、組織運営事務を適正に行うことで消防力の強化充実を図り、市民の安心安全が確保され

る。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

11,294 11,458

0 0

0

1

0

1.49

10,733

環

境

変

化

等

近年、任務の多様性や大規模化する自然災害に対応するため、各種貸与品の充実が求められている。また、定年延長等に伴う高齢化への対応や、部内における人材

育成が重要となっている。

消防の任務を遂行するために必要な、人員の確保及び個人装備品の配備を行ってきた。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

社会情勢に併せて、その都度最適化を図っている。

９．類似事業との統合・代替の検討

Ａ

効

率

性

Ａ

評価の理由

現状の周辺環境

消防組織の運営において、この業務は不可欠であり、実施することは妥当である。１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

必要な貸与品を適切に配備することができた。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

消防本部の運営事務を円滑に行うため、消防吏員採用試験や昇任試験を通じて優れた人材を確保し、職員の資質向上を図った。また、職員が安全に

消防業務を遂行できるよう適切な貸与品を支給し、職場環境を整備すること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

13,735

正職員

（人）正職員以外
1.50

0 0

10,733 11,294 11,458

0 0 0

10,832

0

0

0.00

1.61

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

定年延長に伴う職員の高齢化への対応や、物価上昇による調達コスト増加などの社会変化と連動し、消防行政を取り巻く環境も大きく変化すると予想する。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

11,705 10,832

14,90313,652

正職員以外

13,652 14,903 15,501

0

209 211目標値 人

基

本

情

報

人 209 211

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

15,50012,342

事務事業名 常備消防費一般事務費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 100.0 100.0

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

207 -



事務事業評価表 （ ）

国庫支出金

県支出金

地方債

受益者負担

その他

0

14,976

2.04 2.08

0 0 0

Ａ

Ｂ

Ｂ

基本施策

トータルコスト

令和２年度 決算 令和３年度 決算 令和４年度 決算 令和５年度 決算 令和６年度 予算

104,862 99,799 116,832 113,693 128,492

令和６年度

事業期間分　　野

推進施策

（単位：千円）

意　図

令和５年度実績

４安心安全

２　消防・救急体制の充実

１　消防力の充実

46

指標名 単位 R3年度実績 R4年度実績

16,799 13,840

90,910 85,309

0 0 0

総合戦略

○消防団の人事、庶務及び表彰に係る事務を適正に行う。　○消防団員の報酬及び費用弁償に係る事務を適正に行う。　○消防団の充実強化に関す

ること。　○出初式に関すること。

R5年度実績 R6年度見込

消防団員数（新入団） 46

実績値

54.3

○消防団の運営に係る一般事務を適正に執行することで、消防団業務の円滑な遂行を図り、地域防災体制の強化充実に資する。

○地域防災の要である消防団の組織運営事務を適正に実施することで、地域住民の安心安全が確保される。

人

員

コ

ス

ト

0

特

定

財

源

0

0 0 0 0

14,490 14,988

0 0

0

26,144

0

2.13

13,952

環

境

変

化

等

消防団員のサラリーマン化が進み、日中の団員確保、中山間部等の担い手不足が課題となっている。

地域の中で就業している消防団員が多く、災害時等において迅速な対応が可能であった。

５．目標（活動指標等）の達成度

７．事業成果の向上へのさらなる取組み
評

価

総

合

評

価

従来の手法に加え、「女性消防団員活性化会議」を開催するなど、新たな方法で入団促進を

行う。
９．類似事業との統合・代替の検討

Ｂ

効

率

性

Ｃ

評価の理由

現状の周辺環境

地域防災の中核である消防団が適正に組織運営を行うことで、市民の安心安全を確保するた

めの事業であり妥当である。

１．市の関与（税金支出）

評価項目 評価

開始時の周辺環境

改

革

案 改革効果（どのような効果が期待できるか）

目

的

妥

当

性

有

効

性

８．コスト削減へのさらなる取組み

１０．これまでの実施手段

３．事務事業の目標（活動指標等）

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

「女性消防団員活性化会議」を開催し、女性団員の活躍の場を創設するとともに、女性の入

団促進を図った。

Ａ２．事務事業の目的（対象・意図）

本事業は地域防災の中核である消防団の運営において重要な役割を果たしている。消防団員確保という全国的な課題を解決するために、「女性消防団

員活性化会議」を継続的に開催し、活性化事業を展開した。本市でも、就業形態の変化や団員の高齢化を踏まえて、消防団員の確保を目指し、消防

団と協力して入団促進と活性化を推進すること。

今後の実施方向性

成果方向性

コスト方向性

維持

成果維持

コスト維持

人口減少や就業形態の変化などを背景に、全国的に消防団員数の減少が続く中、ここ数年入団者数は横ばいで、

目標指標との乖離が続いており、過大な指標となっている事がうかがえるため、一旦指標の目標値を見直し、今後事

業の指標として適当かどうかも含め検討する。

(0 ) (0 )（事業費集計済分）

74,111

正職員

（人）正職員以外
1.95

25,962 21,478

13,952 14,490 14,988

0 0 0

15,485

0

0

0.00

2.06

0.00

事

業

概

要

対　象

○市民

成　果

４．計画の実施状況

６．上位施策への貢献度

今後の予想される周辺環境

少子化や消防団員の高齢化、災害の多様化に伴う活動内容の拡大など、消防団を取り巻く環境は厳しくなっていくと予想される。

(0 ) (0 ) (0 )
（人）

14,976 15,485

77,23975,882

正職員以外

101,844 98,717 113,007

0

46 46目標値 人

基

本

情

報

人 23 23

0.00 0.00 0.00

0 0

一般財源

人件費合計

正職員

事業費

86,86371,469

事務事業名 非常備消防一般事務費

～ 永年

会計種別

実施計画

目標達成度 ％ 50.0 50.0

担当所属 消防本部消防総務課

指

標
活動指標

手　段

-

25 -


